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２０２１年 ４月 15日  

在チリ日本大使館経済班 

チリ経 済 情 勢 報 告 （2021年 ３月 ） 

 
１． 経 済 指 標  
（１） 経 済 活 動 指

数 （ IM ACEC ） －

前 年 同 月 比 ▲

2.2％－  
２ 月 の IMACEC は

前 年 同 月 比 ▲

2.2％、（季 節 調 整 済

前 月 比 は 0.9 ％ ） と な

った 。 鉱 業 は 前 年 同

月 比 ▲ 4.9 ％ 、 鉱 業

以 外 の 業 種 は 同 ▲

1.6％だった。 

 

 

（２） 消 費 －持 ち直 している－  
①  ２月 の商 業 活 動 指 数 （実 質 、INE公 表 ）は、前 年 同 月 比 4.7％となった。 

②  ２月 のｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ販 売 額 （実 質 、INE公 表 ）は、前 年 同 月 比 0.5％となった。 

③  ２ 月 のｻﾝ ﾃｨ ｱ ｺ ﾞ首 都 圏 商 業 販 売 額 （チリ 商 工 会 議 所 公 表 、 既 存 店 、暫 定 値 ）は、前

年 同 月 比 ▲6.4％となった。 

④  ３ 月 の消 費 者 経 済 認 識 指 数 （ IPEC、Gfk  Ad ima rk公 表 ）は29 .2 (前 月 差 ▲2.8 )、個 人

の景 気 認 識 （現 状 ）は25 .4（同 ▲3.7）と、引 き続 き50（中 立 点 ）を下 回 っている。 

⑤  ２月 の新 車 販 売 台 数 は24,492台 （前 年 同 月 比 ▲2.1％）となった。 

 

（３） 鉱 工 業 生 産 、電 力 －工 業 、鉱 業 ともに減 少 －  
２月 の工 業 生 産 指 数 は、前 年 同 月 比 ▲0.6％となった。 

２月 の鉱 業 生 産 指 数 は前 年 同 月 比 ▲6.2％、銅 生 産 量 は同 ▲4.8％となった。 

＜概 要 ＞ 景 気 は回 復 しつつあるものの、コロナウイルス等 の影 響 から一 部 厳 しい状 況 にある。 

● 消 費 は持 ち直 しの動 きがみられる。 

● 生 産 は工 業 、鉱 業 ともに減 少 。企 業 マインドは引 き続 き好 調 。 

● 雇 用 は回 復 の兆 しがみられるものの、失 業 率 は未 だ高 い水 準 にある。 

● 物 価 はわずかに上 昇 している。 

● 貿 易 は黒 字 が続 いている。 

● 銅 価 格 は下 落 、為 替 はペソ安 、株 価 は上 昇 している。 

先 行 き に つ い ては 、コ ロ ナ ウ イ ル ス の 感 染 拡 大 と そ の 対 策 、 新 憲 法 制 定 議 論 及 び 選 挙 、 財

政 ・年 金 ・税 制 等 内 国 政 治 動 向 及 び世 界 経 済 情 勢 に留 意 する必 要 がある。 
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２月 の電 力 指 数 は前 年 同 月 比 ▲2.6％となった。 

 

（４） 企 業 の業 況 判 断 －好 調 －  
３ 月 のIMCE（企 業 業 況 判 断 指 数 ）は55 .88ポイ ント で、前 月 差 ▲0.84ポ イ ント となり 、３

か 月 連 続 で 中 立 点 を 上 回 っ た 。 内 訳 を 見 る と 、 商 業 が 61.02 （ 同 2.62 ポ イ ン ト ） 、 鉱 業 が

51 .73（同 ▲10 .87ポイント）、製 造 業 は58.11（同 2.00ポイント）、建 設 業 が48 .55（同 4.32ポ

イント）となった。 

 

（５） 雇 用 －回 復 の兆 しがみられるものの、失 業 率 は高 止 まり－  
1２ ～２ 月 期 の失 業 率 は10.3％（前 年 同 期 差 2.5％）と、高 い 水 準 にあ る。労 働 力 人 口

は725 , 300人 減 少 （前 年 同 期 比 ▲7.4％）、就 業 者 数 は895 , 750人 減 少 （同 ▲9.9％）と減

少 幅 は縮 小 し、失 業 者 数 は170 , 450人 増 加 （同 22 .2％）している。 

２月 の賃 金 （速 報 値 ）は、名 目 は前 年 同 月 比 4.1％、実 質 は同 1.3％となった。 

 

（６） 物 価 －わずかに上 昇 している－  
３月 の消 費 者 物 価 指 数 （総 合 ）は、前 月 比 は0.4％、前 年 同 月 比 は2.9％、生 鮮 ・燃 料

を除 く指 数 は、前 月 比 0.5％、前 年 同 月 比 2.6％であった。 

 

（７） 貿 易 －黒 字 が続 いている－  
①  ３月 の輸 出 額 （FOB）は73 . 9億 ドル（前 年 同 月 比 29.3％）となった。 

②  ３月 の輸 入 額 （FOB）は68 . 5億 ドル（前 年 同 月 比 56.1％）となった。 

③  ３月 の貿 易 収 支 （FOB）5 .3億 ドルの黒 字 となった。 

 

２．市 場 の動 き 

（１） 国 際 銅 価 格 －下 落 －  
３月 の国 際 銅 価 格 は1ポンド4 . 17214ドル（１日 ）で始 まった。月 末 には4.01452ドル（３１

日 ）と前 月 末 比 ▲3.8％で終 了 した。 

３月 の銅 在 庫 は、285 , 079㌧（１日 ）で始 まり、月 末 には397 , 664㌧（３１日 ）と前 月 末 より

増 加 した。 

 

（２） 為 替 －ペソ安 －  
３月 の為 替 は、1ドル719 .91ペソ（１日 ）で始 まった。 

月 末 は732 . 11ペソ（３１日 ）と前 月 末 差 24 .07ペソ安 で終 了 した。 

 

（３） 株 価 －上 昇 －  
３月 のIPSA値 （サンティアゴ主 要 株 式 指 数 ）は4637 . 54ポイント（１日 ）で始 まった。月 末

には4898 .09ポイント（３１日 ）と、前 月 末 比 5.6％で終 了 した。 
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３．経 済 トピックス(報 道 情 報 ) 

●木 材 盗 伐 事 件 の 急 増 と 日 系 林 業 企 業 の 撤 退 検 討 （３／６）  

 ６日 付 当 地 Ｌａ  Ｔｅ ｒｃ ｅ ｒａ紙 が 当 国 南 部 で 急 増 する 木 材 盗 伐 事 件 と 日 系 林 業 企 業 の 撤 退 検 討

に つ い て 報 じ て い る 。 チリ 南 部 ビ オ ビオ 州 及 び ラ・ア ラウ カニ ア 州 等 で 、 犯 罪 組 織 に よ る 木 材 盗 伐 事 件 が

急 増 。 チ リ 木 材 公 社 （ Ｃ Ｏ Ｒ Ｍ Ａ） に よ る と 、 被 害 額 は ２ ０ １ ８ 年 ２ ， ０ ０ ０ 万 米 ド ル 、 ２ ０ １ ９ 年 ４ ， ５ ２ ０

米 ドル、２０２０年 ６，７８０万 米 ドル。  

２ ０ ２ ０ 年 に 盗 伐 さ れ た 面 積 は ４ ， ０ ０ ０ ｈ ａ 、 件 数 は 約 ２ ， ５ ０ ０ 件 に 上 る 。 こ の う ち 、 ト ラ ッ ク ・ 運 転

手 ・盗 伐 された 木 材 の３点 すべて が 取 り 押 さえ られた、解 決 済 みのケースは約 ３％と 極 めて 少 ない。  

この 犯 罪 被 害 と チ リ 南 部 で 頻 発 する 暴 力 事 件 に より 、 日 系 林 業 企 業 ２ 社 （ Ｖｏ ｌ ｔ ｅ ｒ ｒａ 社 及 び Ａｎ ｃ

ｈ ｉ ｌ ｅ 社 ） を 含 む 複 数 の 企 業 が 撤 退 を 検 討 し て い る 。 これ は 、 チ リ ＧＤ Ｐ の ２ ． １ ％ 、 輸 出 額 の ８ ． １ ％ 、 １

２万 人 の直 接 雇 用 と１８ 万 人 の 間 接 雇 用 を 生 ん でいる林 業 部 門 にとっ て 重 大 な 事 態 。  

Ｖｏ ｌ ｔ ｅ ｒ ｒａ 社 （ 日 本 製 紙 、 住 友 商 事 及 び 三 井 物 産 の 合 弁 企 業 ）の 幹 部 は、２ 年 前 から撤 退 を 検

討 し て お り 、 関 係 企 業 と と も に 日 本 大 使 館 へ 相 談 し て い る 、 日 本 大 使 館 か ら チ リ 政 府 当 局 に 対 し 犯

罪 組 織 への対 応 を 求 め るかもしれない、と証 言 し た。  

林 業 企 業 は、 警 察 、 森 林 公 社 （ＣＯＮＡＦ）、 内 国 歳 入 庁 （ＳＩ Ｉ ）の協 力 を得 て、 道 路 上 で 機 動 的

に 検 問 を 行 い、 ＣＯＮ ＡＦ 発 行 の 伐 採 許 可 証 を 有 して いな い、 盗 伐 材 を 運 ぶト ラッ クを 摘 発 する 対 策 を

実 施 する 予 定 。 既 にＣＯ ＲＭＡは 伐 採 現 場 におい て合 法 的 な 木 材 である ことを明 示 する 規 定 を 実 施 し

て お り 、 ３ 月 ２ ９ 日 に 本 規 定 を 公 開 す る こ と か ら、 業 界 の 企 業 に 対 し これ を 遵 守 する よ う に 呼 び 掛 け て い

る。  

議 会 に 関 し て は 、 ２ ０２ １ 年 １ 月 政 府 が 盗 伐 対 策 を 強 化 する 法 案 を 議 会 へ 提 出 し 、 ３ 月 ３ 日 下 院

公 安 委 員 会 に お い て 全 会 一 致 で 可 決 。 今 後 、 緊 急 性 を 有 する 議 案 と し て 本 会 議 で 速 やか に 審 議 さ

れる予 定 。  

 

●エネルギー効 率 法 の 公 布 ：大 統 領 府 プレスリリース（３／９）  

 ９ 日 、 ピ ニ ェ ラ 大 統 領 が ８ 日 に エ ネ ル ギ ー の 合 理 的 な 使 用 と 環 境 に 優 し い エ ネ ル ギ ー の 使 用 を 促 進 す

る エ ネ ル ギ ー 効 率 法 を 公 布 し た 旨 プ レ ス リ リ ー ス を 発 出 し た 。 本 法 は 、 エ ネ ル ギ ー 利 用 効 率 を 国 の 方 針

とし、企 業 が優 れたエネル ギー管 理 を 実 施 する ための支 援 、より 効 率 的 で 排 出 量 ゼロの 車 両 に 対 する イ

ン セ ン テ ィ ブ 、 住 宅 購 入 時 の エ ネ ル ギ ー 情 報 の 提 供 を 含 み 、 政 府 機 関 に お け る エ ネ ル ギ ー 消 費 と 有 効

利 用 の 促 進 も 目 指 す。  

ロ ス ラゴ ス 州 プ エ ル ト ・オ ク タイ 地 区 に お い て 「 ピ 」 大 統 領 は 、 ジ ョ ベ ッ ト ・ エ ネル ギ ー 兼 鉱 業 大 臣 と と も に

会 見 し 、 診 断 結 果 を 待 つ 時 代 は 終 わ り 、 意 思 に 基 づ く 行 動 と コミ ッ ト メン ト の 時 期 が 到 来 し た と 述 べ 、

チ リ の 住 宅 や 生 産 部 門 に お け る エ ネ ル ギ ー に 関 す る 新 法 の 利 点 を 強 調 し た 。 現 在 、 家 計 が 脆 弱 な 平

均 的 家 族 は 家 計 の 最 大 １ ３ ％を エネ ル ギ ー 利 用 に 費 やし て お り 、 生 産 部 門 で は 、 そ れ が １５ ％ を 超 え る

可 能 性 が あ ると し 、 我 々 は 長 い 間 、エネ ル ギー 、 海 洋 、 大 気 、 森 林 は 無 限 の 資 源 だ と 思 っ て いた が 、 環

境 と 自 然 を 大 切 にする 必 要 がある ことを歴 史 は 示 している、と 述 べた。  

新 法 は 、 大 規 模 な エ ネ ル ギ ー 消 費 者 は エ ネ ル ギ ー 管 理 シ ス テ ムを 実 施 し 、 エネ ル ギ ー 消 費 を エ ネ ル ギ

ー 省 に 報 告 し な け れ ば な らな い こと を 定 め て い る 。 ま た 、 国 内 販 売 車 両 に 対 する 特 に Ｅ Ｖの 導 入 促 進 の

た めの 新 た な エ ネ ル ギー 効 率 基 準 が 必 要 と な る 。 加 え て 、 新 築 住 宅 に 対 する ラベリ ン グ 制 度 も 導 入 さ れ

る。  
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こ れ らの 措 置 に よ り 、 ２ ０ ３ ０ 年 ま で に チ リ 国 内 の エ ネ ル ギ ー 利 用 を １ ０ ％ 削 減 し 、 １ ５ ２ 億 米 ド ル の 節

約 、 ２ ， ８ ６ ０ 万 ト ン の ＣＯ ２を 削 減 す る こと が で き る 。 これ は 、 年 間 １ ， ５ ８ ０ 万 台 の 自 動 車 利 用 、 ま た は

年 間 １ ８ ０ 万 ヘ ク タ ー ル の 原 生 林 の 吸 収 分 に 相 当 す る 。 こ の た め 、 こ の 新 規 制 は カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を

達 成 する た め に 不 可 欠 で あ り 、 ２ ０ ５ ０ 年 ま で の カー ボ ン ニ ュ ー ト ラル 目 標 の ３ ５ ％ を カバー する と 推 定 さ れ

ている。  

 

●２０２０年 ＧＤＰ 速 報 と ２０２１年 のエコノミスト予 測 （３／１９）  

中 央 銀 行 が 昨 日 発 表 し た ２０ ２０ 年 の Ｇ Ｄ Ｐ 速 報 及 び ２ ０２ １ 年 Ｇ Ｄ Ｐ の 予 測 に 関 し 、 当 地 紙 エ ル・

メ ル クリ オ ほ か 各 紙 が 報 じ て い る 。  ｃ ｏ ｖ ｉ ｄ － １ ９ に よ っ て 発 生 し た 公 衆 衛 生 上 の 緊 急 事 態 は 、 ２ ０ ２ ０

年 の チ リ 経 済 に 大 打 撃 を 与 え 、 国 内 総 生 産 （ Ｇ Ｄ Ｐ） は 前 年 と 比 較 し て 約 ２６ ０ 億 米 ド ル の 喪 失 、 ５ ．

８ ％ 縮 小 し て ２ ， ５ ３ ０ 億 米 ド ル と ４ ０ 年 で 最 悪 の パ フ ォ ー マ ンス を 示 し た 。 こ の 結 果 は 市 場 予 想 の マ イナ

ス６．０％よりもわずか に良 いものである。  

セルダ財 相 は 、 予 想 より も良 い 、２０２１年 が 経 済 、健 康 、 社 会 の 面 でさらに良 い 年 になる ことを 期 待

している、と 語 った。  

四 半 期 毎 で は 健 康 危 機 の 影 響 が 第 ２ 四 半 期 と 第 ３ 四 半 期 に 反 映 さ れ 、 そ れ ぞ れ Ｇ Ｄ Ｐ が １ ４ ．

２ ％ と ９ ％ 減 少 し た 。 第 ４ 四 半 期 に は 安 定 し 、 変 動 が ゼ ロ に な っ た こ と は 注 目 に 値 す る が 、 ２ ０ １ ９ 年 の

同 時 期 に 発 生 し た 社 会 危 機 と の 比 較 の た め 、 （ 回 復 の ） 根 拠 と し て は 乏 し い 。 季 節 調 整 済 の 値 は 、

前 四 半 期 と 比 較 し て 、 第 ２ 四 半 期 に マ イ ナス １ ３ ． １ ％ 、 第 ３ 四 半 期 に プ ラス ５ ． １ ％ で あ る 。 さ ら に 驚 く

べ き こと は 、 季 節 調 整 済 で 、 第 ４ 四 半 期 は 経 済 が 過 去 ３ か 月 と 比 較 し プ ラス ６ ． ８ ％ と １ ９ ８ ６ 年 以 来

最 も 速 い ペ ー ス で 成 長 し た こ と で あ る 。 これ は 、 公 衆 衛 生 措 置 の 段 階 的 な 解 除 、 家 計 収 入 支 援 、 年

金 基 金 の 引 出 し の 効 果 と され て い る 。 家 計 消 費 は １ ０ 月 か ら １ ２ 月 の 間 に ４ ． １ ％ 増 加 し 、 固 定 資 本

への投 資 は２０．７％増 加 した。  

このほか 、２０２０ 年 に 内 需 がマイ ナス９．１ ％、 総 消 費 がマイ ナス６．８ ％、 家 計 はマイ ナス７．５ ％、 政

府 支 出 は マ イ ナス ３ ． ９ ％ 、 固 定 資 本 形 成 は マ イ ナス １ １ ． ５ ％ 、 建 設 は マ イ ナス １ １ ． ３ ％ 、 機 械 設 備

投 資 が マ イ ナス １１ ． ８ ％ と な り 、 成 長 を 記 録 し た 活 動 は 、 行 政 、 鉱 業 、 金 融 サ ー ビス 、 通 信 及 び 情 報

サービスであった。  

アナリスト の 推 定 に よ る と 、 一 人 当 た り Ｇ Ｄ Ｐは １４ ， ６１５ 米 ド ルか ら１３ ，０ ０ ８ 米 ドル に 減 少 し た 。 プエ

ンテ・サン トトマス 大 学 エ コノミストは 、 予 測 が 、 ２０２ ０ 年 に マイ ナス ６％ 、２ ０２ １ 年 に プ ラス４ ．５ ％、 ２０ ２

２ 年 に プ ラ ス ３ ． ２ ％ 成 長 と い う 予 想 を 明 ら か に し つ つ 、 ２ ０ ２ ０ 年 の 落 ち 込 み が わ ず か に 少 な か っ た こ と を

考 え る と 、 今 後 の 成 長 見 通 し は 良 化 する た め 、 一 人 当 た り Ｇ Ｄ Ｐ が 反 映 す る 購 買 力 は ２ ０ ２ ２ 年 、 遅 く

とも２０２３年 に 回 復 する とみている。  

グス マ ンＩ ｎ ｖｅ ｒｓ ｉ ｏ ｎ ｅ ｓＳ ｅｃ ｕ ｒ ｉ ｔ ｙ マ クロ 経 済 マ ネ ー ジ ャー は 、 Ｇ Ｄ Ｐ は ２ ０ ２ ０ 年 の 後 半 に 回 復 し 、 ２ ０

１ ９ 年 の 第 ４ 四 半 期 と 同 じ レ ベ ル に 達 し た 、 これ は 、 ２ ０ ２ １ 年 の 成 長 を サ ポ ー ト する た め 、 ７ ％ 成 長 を 予

測 。 オ ガズ ・ ヨ ー ロ ッ パ ・ ア メリ カ・ エ コ ノ ミ ス ト は 、 ２ ０ ２ ０ 年 の Ｇ Ｄ Ｐ は ６ ． ２ ％ と 予 測 し 、 ２ ０ ２ １ 年 の ｃ ｏ ｖ ｉ ｄ

－１ ９ 危 機 後 の 経 済 の 迅 速 な 回 復 に つ い て 非 常 に 楽 観 的 な 印 象 を 残 す、 と コメント 。マ デイ ラ・ バン ク・

オブ・アメリカ・エコノミストは、今 年 第 １ 四 半 期 のパ フォーマンスは 低 下 しマイナス１％か、プラス０．１％とな

る 可 能 性 が あ る が 、 ３ 月 の ロ ッ クダ ウ ン が 現 時 点 で は 回 復 の 見 通 し を 覆 す こ と に は な っ て い な い 、 な ぜ な ら、

人 口 の ８ ０ ％ が すで に 予 防 接 種 を 受 け て い る ２ ０ ２ １ 年 の 後 半 に Ｇ Ｄ Ｐ の 回 復 が 加 速 する か らで あ る 、 と

述 べ た 。 フ ロ ー レ ス ・ Ｌ ｙ Ｄ シ ニ ア エ コ ノ ミ ス ト は 、 今 年 の Ｇ Ｄ Ｐ 見 通 し を プ ラス ５ ． １ ％ と 予 測 し 、 世 界 貿 易
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の 再 活 性 化 、 主 に 銅 価 格 が サポー ト する ことを 理 由 に 上 げ て い る。Ｉ ｔａｕ 銀 行 、Ｓ ａｎ ｔａｎ ｄｅ ｒ銀 行 、 Ｂａ

ｎｃｏ  ｄｅ  Ｃｈ ｉ ｌ ｅ銀 行 が それぞれ６％から７％の範 囲 で 予 測 を上 方 修 正 し ている。  

 

●鉱 業 ロイヤリティ法 案 の 会 員 での立 法 意 思 承 認 （３／２４）   

２３日 、 鉱 業 ロイヤリティ 法 案 が 下 院 本 会 議 で 立 法 意 思 が 承 認 され、 下 院 鉱 業 エネル ギー 委 員 会

に 送 致 され た。 鉱 業 ロ イ ヤリティ法 案 は 下 院 本 会 議 において 与 党 議 員 １２名 の 造 反 を 含 む 賛 成 ９１ 票 、

反 対 ３ ６ 票 、 棄 権 １ ５ 票 の 結 果 、 同 法 案 の 立 法 意 思 を 承 認 し た 。 造 反 し た 与 党 議 員 は 、 ト リ ソ ッ テ ィ

議 員 （ Ｕ Ｄ Ｉ ） 、 エ ル ナン デ ス 議 員 （ Ｕ Ｄ Ｉ ） 、 ノ ー マ ン 議 員 （ Ｕ Ｄ Ｉ ） 、 ア ル バレ ス 議 員 （ Ｕ Ｄ Ｉ ）  ロ メロ 議 員 （ Ｒ

Ｎ ） 、 セ リ ス 議 員 （ Ｒ Ｎ ） 、 シ ド 議 員 （ Ｒ Ｎ ） 、 ガ ル シ ア 議 員 （ Ｒ Ｎ ） 、 ガ ジ ェ ギ ロ ス 議 員 （ Ｒ Ｎ ） 、 プ リ エ ト 議 員

（ＲＮ）、ヌニェス議 員 （Ｒ Ｎ）、カストロ議 員 （ＲＮ）であり、 棄 権 した 議 員 は ＵＤＩが７名 、ＲＮ が６ 名 、 独 立

派 が２ 名 であった。  

同 法 案 は 、 ２０１ ８ 年 に 野 党 か ら提 案 され 、２０ １ ９ 年 に 下 院 鉱 業 エ ネル ギ ー 委 員 会 で 承 認 され た も

の の 、 今 月 財 務 委 員 会 で 否 決 さ れ て い た 。 審 議 中 に 議 決 さ れ た 修 正 意 見 が あ る た め 、 同 法 案 は 再

度 鉱 業 エ ネ ル ギ ー 委 員 会 に 送 致 さ れ る 。 今 後 の プ ロ セ ス は 不 透 明 だ が 、 同 法 案 が 企 業 か ら 徴 収 す る

３％ のロ イヤ リティ は 課 税 では ない と 明 記 し て い る も のの 、 税 法 制 定 権 限 は 政 府 に 帰 属 する た め 憲 法 違

反 の お そ れ が あ り 、 憲 法 裁 判 所 に よ る 違 憲 審 査 が 開 始 され る 可 能 性 が あ る 。 パ ベ ス 大 統 領 府 次 官 は

既 に 憲 法 に 基 づく 留 保 を主 張 している。  

現 在 、 鉱 業 に 対 する 課 税 は 利 益 課 税 で あ る が 、 そ れ に 対 し 野 党 か ら は 、 企 業 が 課 税 回 避 の た め コ

スト を 上 積 み し 利 益 を 圧 縮 し て い る と 批 判 が あ り 、 そ れ が 売 上 を 課 税 ベ ー ス と する 同 法 案 の 提 案 に つ な

が っ た 。 銅 公 社 （ Ｃ Ｏ ＤＥ Ｌ ＣＯ） か らは 、 下 院 財 務 委 員 会 で 反 対 意 見 が 表 明 され た が 、 そ れ に 対 し ヌ ニ

ェス鉱 業 エネルギー 委 員 会 委 員 長 （ＰＳ）は「傲 慢 である」と 批 判 し た。また、バジェホ 下 院 議 員 （Ｐ Ｃ）は、

チ リ 企 業 で は な い 外 国 （ か ら 投 資 され た 鉱 業 ） 企 業 は 、 全 て の 収 益 を チ リ か ら 受 け て い る 、 そ れ は （ チ リ に

と っ て） 価 値 の あ る もの で は ない 、 それ ら収 益 は チ リ の 環 境 対 策 と チ リ の 発 展 のた め 使 われ るべ きで あ る 、 と

述 べた。  

対 し て 、 ゼ ル ダ 財 務 大 臣 は 、 税 法 の 制 定 は 憲 法 に 基 づ き 共 和 国 大 統 領 に 帰 属 し て お り 、 同 法 案

は 違 憲 で あ る と 批 判 し つ つ 、（ 野 党 の 主 張 する 環 境 対 策 等 の ） 議 論 に は 鉱 業 税 の 引 き 上 げ で 対 応 出

来 、 価 格 に よ っ て 増 収 し う る 、 既 に 銅 価 格 の 上 昇 に 伴 い 増 収 出 来 て い る 、 と 述 べ た 。 ジ ョ ベ ッ ト ・ エ ネ ル

ギー 兼 鉱 業 大 臣 は 、リ チ ウムに つい て も 既 に 価 格 の４０～ ４５ ％が 産 業 振 興 公 社 （Ｃ ＯＲＦＯ） への 採 掘

権 の ロ イ ヤ リ テ ィ と 課 税 を 通 じ て 国 に 支 払 わ れ て お り 、 これ は 他 国 と 比 べ て も 高 い 比 率 で あ る 、 リ チ ウ ム の

需 要 は 増 えてい るが、チリ の市 場 シェアは低 下 して おり、２０１６年 の３７％か らおそらく２０３０年 には２ ０％

未 満 になる と 述 べた。  

 

●インフラ案 件 への中 国 企 業 の 関 心 表 明 （３／２ ８）  

 中 国 企 業 のＣｈ ｉｎａ  Ｇｅｚｈｏｕｂａ  Ｇｒｏｕｐ  Ｃｏ ｍｐａｎｙ  Ｌ ｉｍ ｉ ｔ ｅｄは、２０２２年 からチリとアルゼン チ

ン を つ な ぐ ロ ス ・ リ ベ ル タド ー レ ス （ 別 名 ： クリ ス ト ・ レ デ ン ト ー ル ） ・ ト ン ネ ル 計 画 へ の 入 札 意 図 を 公 共 事 業

省 及 び 下 院 に 対 し 表 明 した。  

同 社 は これ ま で も 様 々 な プ ロ ジェ クト に 関 心 を 示 し て お り 、 １ 月 に は シ ャ ル パ 下 院 議 員 （ Ｒ Ｎ） と も 接 触

し てい る 。 ま た 、 同 社 は ア ル ゼン チ ン で はい く つか の 公 共 事 業 （ ダ ム 等 ） に 参 画 し た 実 績 を 有 する 。 既 に 亜

側 の 地 方 政 府 であるサンファンとメンドーサの各 州 政 府 とも 面 談 し ている。  
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●中 銀 の２０２１年 ＧＤＰ 見 通 しの 上 方 修 正 （３／ ３１）  

 ３ １ 日 、 中 銀 が 発 表 し た 金 融 政 策 報 告 書 （ Ｉ Ｐ ｏ Ｍ） に よ る と 、 市 場 予 想 ど お り 、 Ｇ Ｄ Ｐ が ６ ％ か ら７ ％

の レ ン ジ で 成 長 す る だ ろ う と 上 方 修 正 し た 。 １ ２ 月 時 点 で は ５ ． ５ ％ か ら ６ ． ５ ％ の レ ン ジ 予 測 だ っ た 。 中

銀 は 、 衛 生 対 策 の 強 化 に よ り 経 済 の 後 退 が 予 測 さ れ る が 、 今 年 の 経 済 活 動 の 見 通 し は 国 際 的 展

望 の 改 善 とワクチン 接 種 プロセスの急 速 な 進 展 に よって 前 回 の 報 告 書 で 予 測 されたも のよりも 高 く なっ た

と述 べた。  

報 告 書 で は２ ０２ ２年 に つ いて は３％ から４％ のレ ンジ 、 ２０ ２３ 年 は ２ ．５ ％か ら３ ．５ ％の レン ジとみ て

いる。  

交 易 条 件 が １ ２ 月 の 予 想 よ り も 約 １ ０ ％ 高 く 、 世 界 経 済 が ２ ０ ２ １ 年 に 大 幅 に 回 復 す る な ど 、 外 部

要 因 は 引 き 続 き プ ラス に な る と 想 定 し て い る 。 財 政 政 策 に つ い て は 、 衛 生 緊 急 事 態 が 収 ま り 、 財 政 再

建 が 進 む につれ 勢 いは 弱 まるとしている 。また 新 憲 法 制 定 の 議 論 に 伴 う 深 刻 な 暴 力 は 繰 り 返 されな いと

考 えてい る。  

支 出 に つ い て は 、 経 済 の 開 放 と 家 計 の 流 動 性 の 上 昇 に よ り 、 消 費 の 回 復 が 見 込 ま れ る 。 公 共 投

資 や 大 規 模 な 鉱 業 及 び エ ネ ル ギ ー プ ロ ジ ェ クト に 関 連 す る ダ イ ナミ ズ ム も や や 大 き く な る と 予 想 され る が 、

非 鉱 業 企 業 投 資 の大 幅 な 回 復 はまだ 期 待 され ていない。  

報 告 書 で は 、 中 銀 は ま た 、 エ ネ ル ギ ー 価 格 や そ の 他 の 変 動 要 素 の 上 昇 に よ り 、 イ ン フ レ が 今 後 数 か

月 で 一 時 的 に 約 ４ ％ に 上 昇 し 、 今 年 後 半 に は 政 策 目 標 の ３％ に 向 け て 収 束 する と 考 え て い る。 ペ ソの

上 昇 は 昨 年 末 のレベル に 達 し、 ボラティリティを 考 慮 しないコアインフレは、 今 年 末 までに２．６ ％に 低 下 し、

そ の 後 ３ ％ に 戻 る と み て い る 。 将 来 的 に は 、 前 例 の な い の 経 済 の 不 均 一 な 行 動 と 市 場 調 整 に よ っ て 引

き 起 こされ る 一 時 的 な 価 格 変 動 と 、よ り 持 続 的 な イン フレ 要 因 を 区 別 する ことは 、 金 融 政 策 に と っ て 非

常 に 重 要 であると 中 銀 は 指 摘 している。  

 

●中 国 企 業 によるチリ 配 電 会 社 （ＣＧＥ）買 収 承 認 （４／１）  

 中 国 企 業 （ 国 家 電 網 ）による チリ 配 電 企 業 （Ｃ ＧＥ） 買 収 に 関 し、 昨 ３ １ 日 、 国 家 経 済 検 察 庁 （ ＦＮ

Ｅ）は、 国 家 電 網 によ るＣ ＧＥの 買 収 を 無 条 件 承 認 した。 調 査 は１か 月 余 り 続 き、その 結 果 、 発 電 ・ 送

配 電 市 場 で の 競 争 を 大 幅 に 阻 害 しな いと いう 判 断 が 下 され た。 中 国 企 業 は、Ｆ ＮＥの 決 定 に 満 足 して

いると 語 りつ つ、 この 決 定 により、Ｃ ＧＥを 責 任 あ る 信 頼 できるエネルギ ープロ バイダー に 変 え、 地 域 の 電 力

網 の 改 善 と 顧 客 サ ー ビ ス の 品 質 の 強 化 に 焦 点 を 当 て る 集 中 的 な 投 資 が で き る 、 国 家 電 網 の 運 用 、

資 金 調 達 、 技 術 と 経 験 と 強 み を 活 用 す る こ と で 、 顧 客 に サ ー ビ ス を 提 供 し Ｃ Ｇ Ｅ を 長 期 的 に サ ポ ー ト す

る 、 これ ら の 目 標 を 達 成 す る こ と で 、 顧 客 、 従 業 員 、 サ プ ラ イ ヤ ー 及 び コ ミ ュ ニ テ ィ を 含 む 主 要 な 利 害 関

係 者 に 利 益 をもた らすこと を望 んでいる、とコメントした。  

Ｃ Ｇ Ｅ 買 収 に 関 す る Ｆ Ｎ Ｅ の 調 査 は 、 国 家 電 網 が 全 国 の ５ ７ ％ の シ ェ ア を 元 に 配 電 市 場 を 支 配 す る

可 能 性 が 推 定 された ため 行 われた 。これは、ＣＧＥに 加 えて 、 同 中 国 企 業 が２０１９年 にＣｈ ｉ ｌ ｑｕ ｉｎ ｔａ社

を 買 収 し た た め で あ る 。 Ｆ Ｎ Ｅ は 、 分 析 は Ｃ Ｇ Ｅ と 国 家 電 網 の 活 動 だ け で な く 、 そ れ ぞれ の 関 連 企 業 の 活

動 も 対 象 と し て い る と 説 明 し た 。 具 体 的 に は 、 パ シ フ ィ ッ ク ハイ ド ロ 、 ル カル フ エ 、 ト ラン セ メ ル な ど 、 国 内 の

電 力 業 界 の さ ま ざ ま な セ グ メ ン ト で す で に 事 業 を 行 っ て い る 企 業 の 株 式 を 、 国 家 電 網 の 管 理 者 で あ る

中 華 人 民 共 和 国 の公 的 機 関 であるＳＡＳＡＣが 保 有 しているか らである。  

ＦＮ Ｅ は、 国 家 電 網 に よ るＣ Ｇ Ｅ の 買 収 は 、 そ の 事 業 グ ルー プの 一 部 で あ る 発 電 の 市 場 シ ェア が 小 さ く 、
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Ｃ Ｇ Ｅ が 発 電 所 を 持 た な い た め 、 後 者 の 市 場 支 配 力 を 高 め る こ と を 否 認 し た 。  Ｆ Ｎ Ｅ は 、 当 事 者 の 共

同 する 市 場 シェ アが 低 い ことを 考 え ると 、 コン セッシ ョ ン 対 象 地 域 に お ける 問 題 は 特 定 され なか った と 判 断

し た 。ま た 、 国 家 エ ネ ル ギ ー 委 員 会 が 指 摘 し た 料 金 プ ロ セス に 影 響 を 与 え 、 電 力 価 格 の 上 昇 を 引 き 起

こす可 能 性 があることも 否 認 された。  

 

●２月 の 経 済 活 動 指 数 （ＩＭＡＣＥＣ）  

２ 月 の 経 済 活 動 指 数 （ Ｉ Ｍ ＡＣ Ｅ Ｃ ） に 関 す る 中 銀 発 表 及 び 各 紙 に お け る 有 識 者 の コメ ン ト に つ い て 、

中 央 銀 行 プ レ ス リ リ ー ス に よ る と 、 ２ 月 の Ｉ Ｍ ＡＣ Ｅ Ｃ は 前 年 同 期 比 で ２ ． ２ ％ 減 少 し た 。 一 方 、 季 節 調

整 済 で は 対 前 月 比 で ０ ． ９ ％ 増 加 し 、 １ ２ か 月 累 計 で ０ ． ２ ％ 増 加 し た 。 こ の 結 果 は 、 サ ー ビ ス 活 動 と

生 産 活 動 の 減 少 の 結 果 だが、貿 易 によっていくらか 相 殺 されている。  

鉱 業 活 動 が ４ ． ９ ％ 減 少 し 、 そ れ 以 外 の 業 種 が １ ． ９ ％ 減 少 し た た め 、 全 体 で は ２ ． ８ ％ 減 少 し た 。

これは、製 造 業 が１．８％ 増 加 した ことでやや相 殺 された。  

貿 易 は 卸 売 販 売 と 小 売 販 売 が 寄 与 し た こ と で ０ ． ８ ％ 増 加 し 、 季 節 調 整 済 で は 対 前 月 比 で ０ ．

４％減 少 した。  

サービス 部 門 は 、レ スト ラン、 ホテル 、 運 輸 、 文 化 活 動 の パ フォーマ ンス が 低 かっ た ため 、５ ．２ ％ 減 少 し

た。季 節 調 整 済 では、 前 月 に 比 べて１．５％ 増 加 した。  

有 識 者 か らの コメント とし て、セ ライベ・Ｓｃｏ ｔ ｉ ａｂａｎ ｋチー フエ コノミスト は、 季 節 調 整 済 の ０．９ ％の 増

加 は、チリが２ 月 にＣｏｖ ｉｄ 以 前 のレベルに戻 っ たこと によるものであるとみる。  

プエンテ・ サン トトマス 大 学 経 済 学 部 教 授 は 、 ▲ ２ ．２ ％で あ るに も かか わらず、 過 剰 反 応 する 必 要 は

ないと強 調 し、 第 ２ 四 半 期 の 数 か月 で１０％の 増 加 が 見 込 まれるとみている 。  

サ ン ト ト マ ス 大 学 ビ ジ ネ ス 近 代 化 研 究 セ ン ター （ Ｃ Ｉ ＭＯ Ｎ ） は 、 Ｉ Ｍ ＡＣ Ｅ Ｃ が ３ 月 に ３ ． １ ％ 成 長 す る と

予 測 。 そ の 結 果 第 １ 四 半 期 は ０ ． ５ ％ 減 少 、 ま た 第 ４ 四 半 期 は 不 況 と な る 。  ４ 月 は 現 在 の 首 都 圏

で の 検 疫 に も か か わら ず８ ． ４ ％ 成 長 と 推 定 。 年 間 成 長 率 は 予 防 接 種 が 寄 与 し ５ ． ５ ％ か ら６ ． ５ ％ の

レンジとみる 。インフレ につ いては、３ 月 と４ 月 の 消 費 者 物 価 指 数 は０．４ ％、 ５月 の 消 費 者 物 価 指 数 は

暫 定 的 に０．３％ 上 昇 すると予 測 し ており、 最 終 的 に２０２１年 のインフレ 率 は３．２％となる と 予 想 。  

 

●新 たな 中 産 階 級 支 援 法 の 公 布 ：大 統 領 府 プ レスリリース（４／６）  

ピ ニ ェ ラ 大 統 領 が ５ 日 、 衛 生 危 機 の 影 響 を 受 け た 家 族 に 対 し 強 化 さ れ た 中 産 階 級 支 援 と 連 帯 ロ

ーン に 関 する 法 律 を 公 布 し た 旨 プレ スリリ ース を 発 出 し た 。 「 ピ」 大 統 領 は 、 モネ ダ 宮 殿 で の 式 典 で 、 パ ン

デ ミ ッ クの 影 響 を 受 け た 家 族 を 支 援 す る た め に 必 要 な 限 り 、 拡 大 し 、 簡 素 化 さ れ 、 強 化 さ れ た 社 会 保

護 ネ ッ ト ワ ー クを 全 て の 国 民 に 保 証 し た い と 述 べ た 。 式 典 に は ル ビ ラー ル 社 会 開 発 家 族 大 臣 と セ ル ダ 財

務 大 臣 が 同 席 した。  

最 低 賃 金 か ら１ ５ ０ 万 ペ ソ ま で の 収 入 が あ る 者 へ の 交 付 金 は 最 大 ５ ０ 万 ペ ソ 、 １ ５ ０ 万 ペ ソ か ら２ ０ ０

万 ペ ソ の 者 に 対 し て は 比 例 減 額 さ れ る 。 最 低 賃 金 か ら ４ ０ 万 ８ ， １ ２ ５ ペ ソ ま で の 収 入 を 受 け る 者 は 諸

要 件 を 免 除 さ れ 、 収 入 減 を 証 明 す る 必 要 な し に 交 付 金 を 受 け 得 る 。 収 入 が ４ ０ 万 ８ ， １ ２ ５ ペ ソ 超 の

者 は、 過 去 ６か 月 の収 入 の２０％減 を 証 明 する 必 要 がある。  

「ピ」 大 統 領 は 式 典 で 、 政 府 の 法 案 を 承 認 し 改 善 し てくれ た 上 下 院 と 議 論 に 参 加 し た 閣 僚 に 感 謝

し た い と 述 べ た 。 こ の イ ニ シ ア チ ブ に は 、 最 大 ６ ５ 万 ペ ソ の 連 帯 ロ ー ン が 含 ま れ て お り 、 最 大 ３ 回 ま で 申 請

可 。 中 産 階 級 交 付 金 の 受 益 者 は 、 最 大 ２ 回 ま で 申 請 可 能 。 新 法 は ま た 、 緊 急 世 帯 支 援 （ ＩＦ Ｅ ）を
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拡 大 、 簡 素 化 、 強 化 す る 。 Ｉ Ｆ Ｅ は 、 ４ 月 に 支 給 さ れ 、 最 も 脆 弱 な 世 帯 の ６ ０ ％ か ら ８ ０ ％ ま で 適 用 範

囲 が 拡 大 される。 これはチ リの５世 帯 中 ４ 世 帯 に 相 当 し、１，０４０万 人 以 上 に支 援 が 届 く。  

 

●ＩＭＦ・ＷＥＯにおけるチ リ経 済 見 通 し（４／７）  

ＩＭＦの世 界 経 済 見 通 し （ＷＥＯ）の最 新 の 年 次 報 告 書 によ る 今 年 のチリ の一 人 当 た りＧＤＰ は２４，

９２８．２米 ドルとな り、２０ １９年 比 で４１ 米 ドル 減 と なる。また 、 来 年 は２０１９ 年 のレベルを 超 え、２６，１

９ ４ ． ９ 米 ド ル に 達 する と 予 測 し て い る 。 これ らす べ て の 予 測 に お い て 、 チ リ 経 済 は 南 米 の 首 位 に 留 ま る と

される。  

中 期 的 な 予 測 では、２０ ２６年 に なって チリは 一 人 当 たりの 所 得 基 準 が３０ ，０００米 ドルを 超 え、 この

レベルを達 成 した 南 米 の 最 初 の 国 となる とみている 。 ＩＭＦ 自 体 によ る 以 前 の試 算 では 、この 目 標 は ２０

２ ２ 年 に 達 成 さ れ る こ と が 示 さ れ て い た が 、 パ ン デ ミ ッ ク に よ っ て 引 き 起 こ さ れ た 危 機 に よ り この 予 測 は ５ 年

間 延 期 された。  

レーマンＢＣＩチーフエコノミストは、これは 厳 しい 目 標 のように聞 こえる 、 不 確 実 性 は 依 然 とし て 高 く、一

部 のセ クターでは 投 資 に 先 立 ち 新 憲 法 制 定 プロ セスを注 視 してい る、 今 後 このプロセスで 合 意 が 迅 速 に

形 成 され る 範 囲 で の み この 目 標 は 達 成 可 能 で あ ろう 、 と 警 告 する 。 ロ ハス・ Ｒ ｏ ｊ ａ ｓ  ｙ  Ａｓ ｏ ｃ ｉａ ｄ ｏ ｓ 経

済 専 門 家 は 、 Ｉ ＭＦ の 試 算 が 実 行 可 能 で あ る と は 考 え て い な い と 述 べ 、 チ リ は 一 人 当 た り Ｇ Ｄ Ｐ が ３ 万 ド

ル に 達 す る と 長 い 間 言 わ れ て き た が 、 これ は 仮 定 に 基 づ い て Ｉ ＭＦ が 行 っ た 見 積 も り で あ る 、 Ｇ Ｄ Ｐ の 潜 在

成 長 率 （ ３ ％ ） を 超 え て 成 長 す る た め に は よ り 高 い レ ベ ル の 生 産 性 が 必 要 で あ り 、 今 日 そ れ は 見 受 け ら

れな い 、 さらに 、 政 治 的 変 化 の 問 題 が あ り 、 これ は 今 後 数 年 間 の 投 資 に 不 確 実 性 を 生 み 出 すだ ろう 、

と 述 べ た 。 フ ロ ー レ ス ・ Ｌ ｙ Ｄ 上 級 エ コノ ミ ス ト は 、 一 人 当 た り の Ｇ Ｄ Ｐ 予 測 に 懐 疑 的 で あ る と し 、 新 憲 法 に

関 する 政 治 的 不 確 実 性 により中 期 的 な 予 測 が 妨 げられていると 思 う、という。  

報 告 書 の 中 で 、 Ｉ ＭＦ は チ リ 経 済 の 成 長 予 測 を ３ 年 連 続 で 上 方 修 正 し た 。  １ 月 に は ５ ． ８％ 、 ２ 月

に は６ ％ 成 長 、 今 回 、 今 年 は ６ ．２ ％ 成 長 する と 予 測 し て い る 。 ２ ０２ ２ 年 は 、３ ． ８％ を 予 測 し た が 、 前

回 の レ ポ ー ト と 比 較 し て 改 善 は わ ず か で あ る 。 チ リ 経 済 は 、 今 年 は 世 界 の Ｇ Ｄ Ｐ の 推 定 平 均 成 長 率 を

上 回 って 成 長 するであろう、同 様 の 傾 向 は２０１８年 に すでに 発 生 していると する。  

ＩＭＦは、パンデミックと 経 済 との 相 関 関 係 は、ラテ ンアメリカ諸 国 ではいくつか の例 外 があ ることを 強 調 し、

チリ 、 コス タリ カ、 メキシ コを 例 示 し た 。 その 反 面 、 ほ と んど の 国 が 人 口 を カバー するの に 十 分 な ワ クチンを 確

保 して いない と 警 告 し た。 ロハス 氏 は 、Ｉ ＭＦの 見 積 もり は、ワ クチンプ ロセスの 進 展 によ っ て 裏 付 け られ てい

ると 断 言 し、 今 年 の 半 ば までにチリ 経 済 は すでに２ 回 のワ クチン 投 与 が 人 口 の非 常 に 高 い 割 合 を 占 める

と 予 想 され る 、それ は６ 月 又 はは ７ 月 まで に 集 団 免 疫 が 達 成 される ことを 意 味 する 、その ことで 経 済 が 今

年 の 後 半 に 正 常 に 動 き 、 サー ビス セ クター 等 が 再 開 され る と 言 う 。 フ ロ ー レス 氏 は 、 Ｉ ＭＦ によ る 上 方 修 正

は、第 ２ 四 半 期 の 終 わり までに１，５２０万 回 のワクチン接 種 を 受 けるという事 実 に 基 づいている、 これに よ

り 第 ２ 四 半 期 の 経 済 停 止 の 反 動 で 活 発 な 経 済 再 活 性 化 が 示 され る であ ろう とみ てい る 。レー マン 氏 は 、

銅 価 格 が １ポ ン ド４ 米 ド ル 超 に 維 持 され 、 堅 実 な 世 界 的 成 長 が 見 られ た 場 合 、 今 年 の ７ ％ 成 長 の 見

通 しを 排 除 し ないと 述 べている。  

 

●富 裕 層 等 増 税 法 案 の下 院 憲 法 委 員 会 承 認 （４／１５）  

１４日 、 下 院 憲 法 委 員 会 に おいて 富 裕 層 及 び 大 企 業 に 課 税 する 憲 法 改 正 案 （注 ： 議 会 には

税 制 法 案 を 提 出 する権 限 がな いため、 憲 法 改 正 案 の 形 式 がとられて いる。）が野 党 の 賛 成 ７
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票 、 与 党 の 反 対 ６ 票 に よって承 認 された。 純 資 産 ２，２００万 米 ドル 超 を 有 する 個 人 に 対 する一

時 課 税 ２．５％ 及 び１，０００，０００ＵＦ（４，１００万 米 ドル）超 の 企 業 所 得 に 対 する 第 １カテゴリ ー

税 の２７％から３０％へ の税 率 引 き 上 げがその内 容 。  

本 提 案 の 推 進 者 の 一 人 であるウォー カー 下 院 議 員 （ＤＣ）は、 承 認 された措 置 によりパンデミッ

クを緩 和 するための 社 会 的 援 助 のために 年 間 ５７億 １８００万 米 ドルが 調 達 されることを望 んで い

ると述 べた。 内 訳 として、９億 １，８００万 米 ドル が第 １カテゴリー 税 率 の ３０％への引 き 上 げ 、４０億

米 ドルは 富 裕 層 への 課 税 から、８ 億 米 ドルはその他 の 税 制 変 更 から 発 生 する。  

票 決 後 、 オッサ 大 統 領 府 長 官 は 本 件 を 合 憲 性 の 観 点 から 留 保 し、 憲 法 裁 判 所 （ＴＣ）へ提 訴

する検 討 を 始 めると表 明 した。来 週 、 憲 法 委 員 会 は 与 党 からの 修 正 案 を 審 議 し、その上 で 本 法

案 は 下 院 本 会 議 で 投 票 されるとの見 通 しとなっている。  

 

●ＯＥＣＤレポート（成 長 に向 けて２０２１年 版 ）（４／１５）  

Ｏ Ｅ Ｃ Ｄ レ ポ ー ト 「 成 長 に 向 け て ２ ０ ２ １ 年 版 （ Ｇ ｏ ｉ ｎ ｇ  ｆ ｏ ｒ  Ｇ ｒ ｏ ｗ ｔ ｈ  ２ ０ ２ １ ）」 が 、 チ リ に 対 し 貧 困

と 不 平 等 削 減 の 政 策 に 逆 行 し な い よ う 税 制 改 革 を 進 め る べ き と 提 唱 し て い る 。 Ｏ Ｅ Ｃ Ｄレ ポ ー ト によ る と 、

チリのジ ニ 係 数 は４６で 、 先 進 国 平 均 ３ ０．３よ り もは るか に 不 平 等 である 。 さらに 、 最 貧 層 ２０％ が 総 所

得 の ５ ． １ ％ を 占 め て お り 、 一 人 当 た り Ｇ Ｄ Ｐ は 他 の Ｏ ＥＣ Ｄ 諸 国 よ り も ５ ６ ％ 低 い と 説 明 し て い る 。 に も か

かわらず、チリの 公 共 政 策 改 革 は、 パンデミッ クに よって 引 き 起 こされた 危 機 からの 回 復 がより 強 く 、よ り回

復 力 があり、 公 平 で 持 続 可 能 となるか もしれないと説 明 している。  

し か し 、 そ れ を 実 現 す る た め 、 グ リ ア 事 務 総 長 は 、 政 府 が 今 行 動 し な け れ ば な ら な い と 断 言 し て お り 、

Ｃ ｏ ｖ ｉ ｄ － １ ９ に 関 連 する 強 力 な 政 府 に よ る 介 入 は い く つ か の 悪 影 響 を 緩 和 し て い る と レ ポ ー ト は 述 べ て

い る が 、 危 機 の 影 響 に よ り ここ 数 十 年 で 達 成 し た 貧 困 と 不 平 等 の 削 減 の 成 果 を 打 ち 消 す こと を 防 ぐ た

め に は 、 構 造 政 策 に 基 づ く 行 動 が 必 要 で あ る と 強 調 し て い る 。 具 体 的 に は 、 Ｏ ＥＣ Ｄ はよ り 効 率 的 な 税

制 と 所 得 移 転 システムが 不 平 等 を 削 減 しより 包 括 的 な 回 復 を 達 成 する ための強 力 な 触 媒 である とし、

現 在 の 税 による 再 分 配 の脆 弱 な 影 響 を 説 明 し ている。 そして 、 所 得 分 配 を改 善 する ために 、 家 族 、衛

生 、 ま た は 教 育 面 に お い て 、 脆 弱 層 へ の よ り 多 く の 現 金 に よ る 給 付 を 検 討 す る こ と を 提 案 し て お り 、 失

業 者 の 保 護 を 強 化 する 一 時 的 な 措 置 を 恒 久 的 な 措 置 に 変 える こと、ま た 失 業 率 が 特 定 の 閾 値 に 達

すると 自 動 的 に 措 置 が 有 効 にな る案 も 改 善 への一 歩 とな る旨 指 摘 し ている。  

Ｏ Ｅ Ｃ Ｄ は 、 チ リ が 包 括 的 な 成 長 を 目 指 す の で あ れ ば 、 教 育 の 質 と 公 平 性 を 改 善 す る 必 要 が あ る と

主 張 し て い る 。 ま た 、 質 の 高 い 保 育 サ ー ビ ス を 拡 大 す る こ と を 推 奨 し て い る 。 失 業 を 減 ら し 正 規 雇 用 を

促 進 す る た め に 、 報 告 書 は 雇 用 の 活 性 化 、 求 職 、 職 業 訓 練 の 実 施 を 促 し て い る 。 さ ら に 、 女 性 の 雇

用 を 促 進 し 、 女 性 の 給 与 所 得 を 改 善 する た め に 、 子 供 の 世 話 に 資 金 を 提 供 する 必 要 が あ る こと を 提

案 している。  

これらの 勧 告 とと もに 、ＯＥ ＣＤはチリ 人 の 中 に 社 会 騒 乱 の 発 生 （の 動 機 ） が 潜 んで いる ことを 想 起 し、

Ｃ ｏ ｖ ｉ ｄ － １ ９ 危 機 は 、 よ り 多 く の 構 造 改 革 を 議 論 す る 中 で 新 た な 欲 求 と し て 追 加 され る 可 能 性 が あ る

ことを示 してい る。  

 

●スタートアップ企 業 が１ 億 ３，６００万 ドルの 投 資 を獲 得 （４／１５）  

ラテ ン ア メリ カ の 民 間 資 本 投 資 協 会 （ Ｌ Ａ ＶＣ Ａ） の 統 計 に よ る と 、 ２ ０ ２ ０ 年 、 パ ン デ ミ ッ ク に も か か わ ら

ず、 チ リ の 新 興 企 業 は 合 計 １ 億 ３ ６ ０ ０ 万 米 ド ル の 投 資 を 集 め た 。 植 物 性 食 品 会 社 で あ る Ｔ ｈ ｅ  Ｎ ｏ ｔ  
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Ｃｏｍ ｐａｎ ｙ は、Ｆ ｒｅｄ  Ｂ ｌａｃｋ ｆ ｏ ｒｄとＢ ｉ ｚ  Ｓ ｔ ｏｎｅ （Ｔｗ ｉ ｔ ｔ ｅ ｒ ）の 投 資 ビ ー クルであ るＦｕｔｕ ｒｅＰ ｏ ｓ ｉ ｔ ｉ ｖ ｅ

から８ ，５ ００ 万 米 ド ルの 投 資 を 受 けた 。 生 命 保 険 加 入 者 向 け の「ｂ ｉｅｎ ｅｓ ｔａ ｒ  ｃ ｏｎ  ｐ ｒｏ ｐó ｓ ｉ ｔ ｏ」の

運 営 企 業 であるＢｅｔ ｔｅ ｒ ｆ ｌ ｙは、昨 年 、 Ａｌｂａ ｔ ｒｏｓｓ  Ｃａｐ ｉ ｔ ａ ｌ、Ｇｒｕｐｏ  Ｐ ｒ ｉ ｓｍａ、Ｋａｔａｐｕ ｌ ｔ  Ｉｍｐａ

ｃ ｔ  ｏ ｆ  Ｎ ｏ ｒｗａ ｙ な どの 国 内 外 の ファ ン ド や、 Ｊ Ｐ  Ｍｏ ｒｇａｎ 、 Ｅｎｄ ｅａ ｖｏｕ ｒ、 Ｇ ｒｕ ｐ ｏＢ ｉ ｏ か ら１７ ５ ０ 万

米 ド ルを 調 達 し た 。 この ほ か、 昨 年 最 も 多 く の 資 金 を 調 達 し たス ター トアッ プ のトップ ５は 、 バイオテ クノ ロジ

ー 企 業 Ｐ ｒｏ ｔ ｅ ｒａ（ ５ ６０ 万 米 ド ル） 、 Ｓ ｉ ｍ ｐ ｌ ｉ  Ｒ ｏｕ ｔ ｅロ ジ ステ ィ クスソ フ ト ウェア （３ ００ 万 ド ル ） 。 フ ィ ンテ ッ

クＸｅｐｅ ｌ ｉ ｎ（２５０万 米 ド ル）である。  

最 も 多 くの 資 金 を 集 めた 業 種 は、 食 品 （ 総 投 資 額 の６７％）、 人 的 資 源 テクノロジー（１３％）、フィ ン

テック（５％）であ るが 、 南 米 の 主 な 投 資 はフ ィンテッ ク（１６ 億 米 ドル）、 電 子 商 取 引 （４ 億 １４００ 万 米 ド

ル）、プロップテック（不 動 産 セクター（２億 ５７００万 米 ドル）が占 めており 、やや特 徴 が 異 な る。  

Ｆｕｎｄａｃ ｉ óｎ  Ｃｈ ｉ ｌ ｅのベンチャーキャピタル 部 門 であるＣｈｉ ｌ ｅ  Ｇ ｌｏｂａ ｌ  Ｖｅｎｔｕ ｒｅｓのＣＦＯのＳｏｆ íａ

Ｇ ｒｅ ｚ 氏 は 、 ラテ ン ア メリ カ 市 場 に 目 を 向 け た 新 し い 外 国 人 投 資 家 の 登 場 に よ り 、 ２ ０ １ ９ 年 以 降 投 資

は上 昇 傾 向 にあ ると 述 べ ている。 その 一 例 が 、 新 し いアイデアに 賭 ける ために ５０億 米 ドルをローンチ させた

日 本 企 業 の ソ フト バン クであ る とい う。 グスマ ン・ チリ ベン チャ ーキ ャ ピ タル 協 会 （ ＡＣ ＶＣ） 会 長 は 、 この 数 字

は驚 くべき ことで はない、 投 資 ファンドは 成 長 を 続 けてきており 予 測 と 一 致 し ている、６ 億 ２９００ 万 人 を超

え る 市 場 で あ る ラテ ン ア メリ カは 、 すぐ １ 日 で 実 装 で き るよ り 小 さな 官 僚 機 構 の 企 業 で 、 迅 速 に 着 手 でき

る 条 件 を 満 た し て い る か ら で あ る と 説 明 す る 。 メキ シ コ やブ ラジ ル で は テ クノ ロ ジ ー 企 業 へ の 投 資 へ の 関 心

が 高 ま っ て い る が 、 「 グ 」 会 長 は 、 チ リ で も ２ ０ ２ ０ 年 に ス ター ト ア ッ プ に 約 ８ ０ 件 の 投 資 が 行 わ れ た と 述 べ 、

パンデミックは、地 元 の 起 業 家 に 新 たな 状 況 をもた らした 要 因 であるという。  

昨 年 、 銀 行 に ア ク セ ス で き な い 人 々 に ロ ー ン を 提 供 す る フ ィ ン テ ッ ク で あ る Ｋ ｒ é ｄ ｉ ｔ は 投 資 家 の 関 心 を

集 め、 中 小 企 業 向 けの デジタルファイナンスを専 門 と するス タートアップであるＸｅｐｅ ｌ ｉ ｎは、ＫａｙｙａｋＶｅｎ ｔ

ｕ ｒｅ ｓ か ら 投 資 を 受 け た 。 Ｆ ｒｏ ｎ ｔ ｉ ｅ ｒ  Ｃ ａ ｒ  Ｇ ｒ ｏ ｕ ｐ （ Ｆ Ｃ Ｇ ） の Ｖｅ ｎ ｄ ｅ ｎ ｏ ｓ Ｔ ｕ  Ａｕ ｔ ｏ ． ｃ ｏ ｍ は 、 Ｏ Ｌ Ｘ

Ｇｒｏｕ ｐと 合 併 し てＯＬ Ｘ Ａｕ ｔｏ ｓ とな り、１０ 億 米 ド ルの 時 価 価 値 でユニ コー ンのレベル に 達 し た。 Ｗｅｂ ｄ

ｏｘは、 大 企 業 の 契 約 業 務 のデ ジタル 化 を 専 門 と する フィンテッ クである が、 チリの 座 席 から立 ち 上 が ること

なく、ブラジル、メキシコ、または世 界 の 他 の 国 に 販 売 することができる、 と彼 らは言 う。  

南 米 地 域 へ の 投 資 が 増 加 し た 理 由 の 中 に は 低 金 利 が あ る 。 ま た 、 危 機 の 中 生 じ た 課 題 は デ ジ タ ル

ト ラ ン ス フ ォ ー メー シ ョ ン を 加 速 さ せ 、 全 て の 業 界 に 革 命 を 引 き 起 こ し 、 サ ク セ ス ス ト ー リ ー を 可 視 化 し た 。

Ｒａ ｐｐ ｉ、 Ｎ ｏｔ  Ｃ ｏｍ ｐａ ｎｙ 、Ｃ ｏｒｎｅ ｒ  Ｓｈ ｏｐ は 、 グロー バルソリ ューシ ョン に 変 貌 し 、 この 地 域 の 起 業 家

のアイデアにより大 きな 注 目 を 集 めさせた 。  

２００８年 以 降 、 産 業 振 興 公 社 （ＣＯ ＲＦＯ）は 投 資 家 、アクセラレー ター、 さまざまな 投 資 ファン ドのネ

ットワークを開 発 するためリ ソースを割 り 当 ててきた。 ２０２０年 １ 月 か ら６ 月 の 間 に 、ＣＯＲＦＯは投 資 フ ァン

ド に ２ ， ３ ０ ０ 万 米 ド ル を 拠 出 し た 。 こ れ は 、 前 年 同 期 比 で １ ０ ％ の 増 加 で あ る 。 そ の う ち 、 ７ ３ ％ は 既 に

零 細 小 規 模 企 業 に 投 資 され て い る 。 テ ラサ ス Ｃ Ｏ ＲＦ Ｏ 副 総 裁 （ 注 ： 総 裁 は パ ラシ オ ス 経 済 ・ 振 興 ・ 観

光 大 臣 ） は、ヘ ッジファ ン ドがブラジル やメキシコか らチリ 市 場 に 関 心 を 変 えて もらう こと が 順 調 に 進 んで いる

と説 明 する。  

（以  上 ）  


